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要 旨

沸騰水形原子炉(BWR)ほすでにわが国でも日本原子力発電株式会社2号炉および東京電力株式会社1号炉

としてその建設が進められており,一部の枚器は国産化されている｡原子炉まわりの機器については従来の火

力プラント機器などとほとんど同様の面もあるが,原子力独特の問題も含んでいる｡ここではこれらのうち設

計規格,耐放射線,耐震ならびに安全性についての問題点につきその背景ならびにこれに対する考え方につき

述べた｡

1.緒 口

BWRは原子炉圧力容器とその内部構成部品からなるいわゆる原

子炉部分と再循環系,炉浄化系および安全系などからなっている｡

これらの原子炉機器の設計で最も考慮を払うのはプラントの安全性

ということであり,規格,材料および枚器の構造もすべて安全性を

第一とし安全評価の精度を上げようとする努力が,世界の風潮とな

っている｡

原子炉自身は技術の進歩とともにその特長を生かしながらさら己･こ

小形化,簡略化が図られ,炉心高さを標準化することによって関連

する燃料要素,制御棒,制御棒駆動装置,炉内中性子計軋 汽水分

離器などがすべて標準化され,性能の均一化ならびに高信掛化が図

られている｡したがって原子炉圧力容器はその出力によって大きさ

が異なるが,内部機器はその出力に比例して増減させればよいよう

になってきた｡また安全設備などに関しても次々に新しい考え方が

折り込まれている｡原子炉の全体を図1に,出力別の仕様を表1に

示す｡

原子炉枚器についてはすでにアメリカGE社の下請として圧力容

器をはじめ,かなりの機器についてその設計製作の実績を積み重ね

ているとともに,標準化されているいわゆるKeyComponentsと

いわれる炉心機器実削こついても技術掟携によって試作試験を進めて

おり,今後計画されるわが国の原子力発電所建設には需要家の要求

に応じて国産化が可能であるとの確信を持っている｡これらの機器

の細かい仕様および構造についてはすでに種々の発表がされている

ので,ここでは原子炉機器を設計する場合iこ必ず遭遇する基本的な

問題についてその概略を述べる｡

2.設 計 規 格

2.1規格の変遷

原子力の撥器の設計に対しては現在通商産業省技術基準が適用さ

れているが,これはアメリカのASME規格SectionⅧをNuclear

Code Caseで修正したものとほぼ同等である｡しかしアメリカで

は1958年ごろより膨大な海軍の研究資料をもとにして原子炉圧力

容器の合理的設計手順の開発に着手し,1963年のアメリカ機械学会

(ASME)において原子炉圧力容器を中心として原子炉用機器のた

め新たにSectionⅢNuclearVesselが発行された｡SectionⅢで

は許容応力を高め,必要な板厚を薄くしているが,これは容器のす

べての部分に対して行なった応力解析および応力の種類に基づいて

合理的な許容応力を規定するという前提で可能になっている｡こ

のコードは1965年に改定され,意欲的に整備されているが,わ

が国でもSectionⅢと同等の内容を盛り込んだ技術基準の改訂が行
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表1 出力別BWR標準仕様

形 式 番 号* 1183T368 r 218T548 467T52

電 気 出 力 (NET恥IWe)

熱 出 力 しMW)
圧 力 容 書芸 内径(mm)

圧 力 容 器 内高 r:mm)

圧 力 容 器 内寧:(mm)

燃 料要 素 本 数

制 御 棒 本 数

汽水分離器個数
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*
形式番号は圧力容器内径(jn)｢格納容器形式¶燃料要素数を表わす｡

なわれており,今後の圧力容器はSectionⅢベースで行なわれる

ことになると思われる｡日立製作所では日本原子力発電株式会社納

JAPC-Ⅱ用の圧力容器の設計において,必要板厚をSectionⅧベ

ースで決定したれ すべての部訊こはSectionⅢで要求されるの

と同等の応力解析を行なっている｡参考のために圧力容器適用規格

の比較を表2に,格納容器適用規格の比較を表3に示す｡
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表2 圧力容器適用規格の比較

①

ASME＼Ⅶ

(参
ASMElⅦ＋一Ⅳ

CASE

③ 】 ④

通産省技術基準

基本許容応内

溶 接効 率

設

計

S

100

一

定常状態し次応力≦S

㌍竺≡
フランジ設計

ノズルの設計

5 】 5

100

(D
プラス(一次＋
二次＋熱応力)

≦35

100(95)

(り
プラス(一次＋
二次十熱応力)

≦35

巳 1

小径ノズ′傾きL詣ての穴桐i詣ての穴補強補政計算

形状指示あり;蒜戻完芸慧する;形状規約し
支持スカートl規 制 な し1規 制 た し.規 制 た し

材 料検 査 ■規 制 な し

溶接部検査:主要部×一月

規 肘Jな しl規 制 な し

〉全 線×MR i全 線X一尺

ASME Ⅲ

So=与5
100

(D

一次応力≦5
(一次＋一次局
部応力)≦1.55

(一次＋二次応
力)≦3S

上記のほかに熱
応力ピーク応力
を考える(低サ
イクル疲労)

式の規制なし

詳細応力解析

小径ノズル除き
補強計罪

骨プラス応力解
析

規 制 な し

規 制 あ り

全 線×一月

2.2 AS仙亡Se亡Iionlllの概念

2.2,1応力の分類

このSectionⅢにおいてほ考えられる応力の性格を明確にし,

次のように分撰している｡

(1)一 次 応 力

外力,内力およぴモーメソトの単純な平衡の法則を満足するの

に必要な負荷によって生ずる垂直応力またはせん断応力で,基本

特性は自己制限的でないことである｡降伏応力をかなり超過する

ような一次応力ほ破損または少なくとも大きなゆがみを生ずる｡

一次応力は一次曲げ応力および一次膜応力に分類される｡さらに

一次膜応力は｢一般+およぴ｢局部+に分額される｡一次応力の

例としては次のものがある｡

(a)円筒形または球形胴の内圧または地震のような分布した

荷重に基づく一次一般膜応力(f㌔)

(b)乎鏡板の中心部の圧力に基づく一次曲げ応力(乃)

(c)永久的支持部または管台接続部に外部負荷およびモーメ

ソトによって生じた殻の一次局部隈応力(j㌔)

(2)二 次 応 力(Q)

構造物の隣接部分の拘束または自己拘束により生じた垂直応力

またはせん断応力で,基本特性は自己制限的であることである｡

すなわち局部降伏および小さなゆがみが生ずることによって二次

応力が緩和され,二次応力だけで破壊が生ずることはない｡ニ次

応力の例としては次のものがある｡

(a)軸方向温度分布のようにかなりの変形を伴う一般熱応力

(b)総体的な構造上の不連続部での曲げ応力

(3)ピ ーク 応力(ダ)

応力集中あるいは応力集中の影響を含めた局部的熱応力のため

に一次応力および二次応力に付加さるべき応力の増加分で,その

基本の特性はそれが著しいゆが長の原因とほならないが,ただ疲

労による割れまたはぜい性破壊の原因となる可能性があることで

ある｡ピーク応力の例には次のものがある｡

(a)炭素鋼容器のオーステナイト系鋼のクラッドにおける熱

応力のごとく,変形を伴う局部熱応力

(b)容器または管内流体の急激な温度変化によって容器また

表3 格納容器適用規格の比率

規 格 通商産業省技術基準 ASMEⅧ＋JV CASE
MEⅢ,

Class B

設 計 圧 力

基本許容応力

許容局部
院応力

許容二次応力

ピーク応力

溶 接 効 率

空 圧 試 験

ノ

ズ

ル
の
･
補
強

使用応力

法方強補

要ル
警補ノ

P=Pm乱Ⅹ i タ=Pm札Ⅹ

Sm蓋…完iニm2司(SA芸三三左岩;
5mxl.5*

要 求 な し

要 凍 な し

(*:上記Smを用い
るため必要)

1.00

Smxl.5*

Smx3/1.1*

要 求 な し

(*:上記5mを用い

るために必要)

1.00

Pxl.15

12.3kg/mm2

補強方法l･Ⅱに同じ

Pxl.15

12.3kg/mm2

1Ⅶによる

P=Pm臥Ⅹ×0.9

5桝=12.3kg/mm2

(SA-212B:
17,500PSi)

5仇×1.5*

5mx3*

疲労解析不要のこ
と証明*
(*:すべて必要)

1.00

クm乱Ⅹ×0.9×1.25

=1.125J㌔-乱Ⅹ

12.3kg/m皿2

補強範囲がClassA
と同様のためⅧより
せまくなる

穴の径6/mm以下 パイプサイズ2`′以下 1Ⅶに同じ

は管の壁に生ずる熱応力

(c)局部的な構造上の不連続部における応力

2.2.2 各種応力と許容応力

従来の許容応力強さ5,”はクリープなどの現象を考慮する必要

のない温度範閉では引張り強さの1/4または降伏点の5/8のどち

らか低いほうを採っていたがSectionⅢではそれぞれ1/3また

は2/3のうち低いほうの値を採っている｡

設計内圧および横械的負荷によって生じた一次一般瞑応力はい

かなる場合でも降伏点を越えないものとし,5,′-を越えないように

規定されている｡一次曲げ応力はヒンジ現象を起こさない条件と

して1.55,氾に,また一次局部膜応力は二次的性格をもっているが,

安全側の考えより,1.5S,‖に規制されている｡

二次応力ほ35桝まで許容されるれこれはシェークダウンによ

り,以後のサイクルでは塑性変形が生じなくなり弾性挙動を行な

うためである｡

ピーク応力強さほ運転圧力および他の横根的負荷,および一般

的あるいは局部的な熱影響,および総体的あるいは局部的な構造

上の不連続性の影響により生じた一次,二次およびピーク応力の

組合せで,任意の点の応力の最高値より求めた応力強さを表わし

ている｡この応力強さの許容値はこの応力強さが導かれた応力差

の全振幅およぴそれが作用する回数によって定まる｡許容応力強

さは規定さjlたサイクル運転に対する解析方法iこ従い,Section

Ⅲ中に納められた炭素鋼およびステンレス鋼のそれぞれの設計疲

れ線図から求めることができる｡これらの応力の種類と許容値の

関係を図2に示す｡

2.3 設 計 方 法

前述のような条件のもとに設計を行なう場合の例を原子炉圧力容

器にとると次のとおりである｡

2.3.1設 計 条 件

(1)定常運転時

(2)起動停止時

(3)燃料交換時

(4)スクラム時

(5)出力減少時

(6)反応度試験時

(7)運転員の誤操作, 機器の誤動作時

(8)炉心スプレー作動時

(9)仮想配管破断時

2.3.2 設 計 荷 重

(1)内 圧 力
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i

i二jこ月拙か

一般暇応力 局部6莫【E力l仙ナ即J二次曲げ応力 ニーク反応j

記 号 P”. PJ- r P占 Q F
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… 喜
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力強きC')許否
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l
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l

l
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ー設計条件を負荷三する｡

ーーーー一連転条件をfl荷とする｡

表4 原子力圧力容器に対する主要応力解析用コード

計算コード名

TRTM シリーズ

TETRASHELL

TERESS

シリーズ

FLANDERS

シリーズ

い笑内容
二次元および三次元の過渡的

温度分布の計算

回転対称体に内圧,熱荷盃,

白兎などの軸対称荷重の加わ

る計算

任意形状の一次元および二次

元軸回転対称体の熱応力計算

上下フラソジおよびボルトの

相互作用を考慮したフランジ

の変形および応力の計算

図2 応力の種類および応力強さの限界

3〔伯

ハU
25

(
〕
+

+
一
樹
く
O
M
L
ト
ー

▼｢

_!_小一亨三け阜1一子′一夕′し幅=こ主り,93､15DOcl
JSll7

旦旦竺
JSll｢

旦旦些
JSll■

r150mmfこ王柑.285-C)

(25q!里聖_堅吐,2750c)
主演接会場,230`c)
トドント,23D●c)

型皇室⊂コ
アノl】カ材料データ

CARPENTER･ET･AL

百1云(‾呵‾朽｢

NRlィ(溶こ快食鳩)

き丁!
●l

▲形

y
●

■○

5 1017 2 5 1018 2 5 10】9 2

中性子(>11Ie･Ⅴ)照射芯こ く:nl･‖

図3 A302B材照射データ

5 10ZD

SKAPAR

シリーズ

ANCY

COMUS

シリーズ

PENEROD

｢君臣6i豆瓦▼‾‾‾‾‾‾‾‾‾
シリーズ

SPHERIC

SHELL

NOX シリーズ

BSKIRT

10≡1 VIB-Ⅰ

ⅤIB-Ⅱ

○:完 了,△

容器支持スカート軸対称荷重

の加わる計算

容器支持スカートiこ非対称荷

重の加わる計算

炉心シュラウドサポートに軸

対称荷重の加わる計算

CRDハウジングの下鏡貫通

部に各種荷重の加わる計罪

テーパ郡のある敏一般

殻iこついたノズルの内圧応力

円筒殻についたノズルの内圧

応力

燃料交換用シールスカートに

加わる各種荷重時の変形およ

び応力の計算

配管の固有振動数の計算

圧力容宕旨の同有振動数の計算

計画中

し2二)温 度

(3)水 重 力

(4) 自 重

(5)炉心荷重

(6)配管反力

(7)スクラム反力

(8)地震荷重

(9)配管破断時のジェット反カ

ニれらの応力解析に当たっては電子計算椀を十分に活用し,容

器の各部分に対してバランスの取れた詳細なかつ信板度の高い設

計を短期間で行なうことが必要である｡これらに閲し今までに確

立されたおもな計算コードは表4に示すとおりである｡

3.放射線に対する苦慮

原子力関係の機器をほかの一般の機器と比べた場合に原子力独特

の問題として放射線の影響がある｡これらの影響を最も受けるのは

原子力圧力容器であるが影響としては次の二つが考えられる｡

(1)r線発熱による熱応力発生や低サイクル疲労

(2)速中性子照射によるぜい隆運移温度の上昇

連中性子照射によるNDT(NilDuctilityTransition)温度の上

昇はその上昇の程度にしたがって原子炉起動時など運転条件に変更

を必要とすることになり,これらの値はあらかじめ照射量から推定

し,NDT温度の低い十分にじん性の保証される材料を使用しなけ

ばれならない｡

現在のBWRの原子炉圧力容掛こは胴体にA533Gr.B三Classl,

主フランジおよびノズル鍛造材にA508Class2を使用しており,

用 途

温度分布一般

容器胴部の熱
応力

ノズルエンド

部熱応力
ノズルエンド
部内圧応力

フランジ部
ノズル部
その他各部の
熱応力

フ ラ ン ジ

ス カ ー ト

ス カ ー ト

シ■ ユ ラ ウ ド

サ ポ ー

ト

CRDハウジ

ング下鎧貫通
部

ノズルエンド

ズ ル

シーノン

スカート

配 管

圧 力 容 器

日立製作所に おける
実 験 状 況

姦デ蒜】光義可蕎認南扇

△ ○

0

0

C

△

○

○

○

△

○

○

△

△

○

○

0

0

○

NDT温度としてフランジおよびフランジとの隣接部を10甘,その

ほかを40bFとしている｡

これらの照射ぜい化を推定するには今まで国内外において材料試

験炉などにより広範囲な研究が行なわれ,すでに多くの実験データ

が集積されている｡しかしあらかじめNDT温度の上昇を完全に予

想することは困難で,実際の原子炉でまた同じ材料で照射試験を行

なう監視プログラムが実施されている｡

3.1照射試験データ

原子炉圧力容器材料の放射線損傷についてはすでに多くの実験デ

ータが集積されており,わが国でも原子力補助金の交付を受けて

A302B材の母材またその溶接部ならびに高張力鋼についてそのぜ

い性遷移温度の上昇を調べる確性試験が行なわれた｡図3はその結

果を示したものである｡

図3は1Mev以上の中性子照射量によるぜい性遷移温度vTr紺

(Ⅴ衝撃試験を行なう場合30ft【1bのエネルギーを吸収する温度)を

示している｡これによると1017nvt(>1Mev)以上の照射によって

ぜい化の遷移温度の上昇が認められる｡この場合にも敏感な場合

(Sensitivecurve)と鈍感な場合(Insensitive curve)とがあり,国

産材料の試験結果もこの中にはいるので,外国の例と比べてもなん

ら劣らないことを示している｡

BWRの原子炉圧力容器では寿命中の積分照射量は5×1018nvt程

度となるが,これからみるとこの問にNDT温度の上昇は20～80℃

程度と予想される｡

3.2 監視フロログラムの必要性

前述のように照射ぜい化については種々の実験データが集積され

ているが,これから次のことがいえる｡
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(1)1018nvt(>1Mev)以上の照射によって降伏強さは増加

し,じん性が劣化する｡

(2)1017nvt(>1Mev)以上の照射によってぜい化の遷移温蜜

が上昇する｡

(3)照射温度が高いはど照射ぜい化は小さいが,原子炉圧力容

器の運転温度では照射の影響は無視できない｡

(4)ほとんどの照射データは材料試験炉より得られたものてあ

るが,動力炉の場合には材料試験炉の場合と比べて中性子スペク

トルおよび中性子線量の横算速度が異なる｡

(5)現在までに得られた照射データでは各種の因子が複雑にか

らみ合っていてかなりのばらつきの幅がある｡

(6)原子炉圧力容器に対する炉心からのもれ中性子についてこま

運転状態まで見込んだ高い精度の計算値が期待できない｡

(7)照射による材料の性質の変化を理論的に,または非破壊検

査によって推定する方法はまだ完全に確定されていない｡

以上のことから原子炉圧力容器に対しては実際に使用した圧力容

器材をその原子炉で照射して定期的にこれを試験する監視プログラ

ム(Surveillance Program)が採用されている｡ASMESectionⅢ

にも規制され,ASTMにも仕様が制定されている｡

ここで得られるデータはその試験片がそう入された原子炉のなみ

らず,各種研究分野で広く利用さるべき貴菰なものとなるであろう｡

3.3 監視プログラムの試験方法

試験材料としては原子炉圧力容器と同材質であって,母材として

は炉まわり材料と同一チャージとし,さらに炉まわり材料が容器製

作中に受ける熱処理と同等の熱処理を加えたものである｡また溶接

部試験片は炉まわり材の長手継手と同等の溶接とし,100%放射線検

査をする｡

試験片は%インチ引張試験片および2mmV衝撃試験片で,こ

れを耐食性,原子炉冷却水への伝熱および照射後の取扱方法を十分

に考慮したカプセルに中性子モニタ用の鉄,ニッケル,銅などのワ

イヤとともに入れる｡

表5 重要度による耐詰設計クラス分類表

ラ ス l建 物 構築物 機 器 配 管 系

As:安全対策上重要

な設備

格納容器(ドライウ

ニノン･圧力制御室,

ベント管および各界

東部)

Aその飴能の褒美カニ
原子炉の重大]言放

を引き起こすおそ

-きtのある設備

As,A以外こつもの

B:て-,高放射性物質

こ関連する設備

C:As,Aおここ＼ごB以

外のすべてロ設備

瞑子炉建星

排気筒およびダブ

サーヒ'ス建反

クーヒ'ン建物

クーヒ'ン架台

廃棄物処理建昆

As,AおよぴB以外

亡つ一般建鼠 構築物

制御棒･同駆動装匠

液体ポイズソ注入関係設備

原子炉

原子炉一次冷却系(隔離升まで)

格納容器冷却設備

原子炉産屋非常用ガス処理系

原子炉非常用冷却設肺

非常用屯源設備

As,Aiこ関する制御関係設備

タービン

隔離弁からクーービン側一次冷

却系

原子炉補助設肺

廃棄物処理設備

原子炉建屋内のクレーン

As,AおよびB以外の-一般磯

器配管

備考

動
的
解
析
の
対
象
と
な
る
も
の

一
従
来
の
建
築
基
準
法
に
よ
る
も
の

完成したカプセルは同じ照射量を加えるものをまとめてバスケッ

トこ入れられるこ一 因4はこのバスケットである｡バスケットは原子

炉圧力容器の内面および炉心シュラウドに設けられたハンガーに取

り付けられるこ､

4.地震に対する考慮

4.1重要度による分類

原子力発電所の耐震設計は,火力発電所や一般の産業施設あるい

は通常の建物などの耐震設計に比べてより厳密に行なう必要があ

る｡この理由としては万一発電所が大地震に遭遇した場合にも付近

の公衆または従業員に放射線障害を与えないようにしなければなら

ないからである｡したがって

(1)原子炉事故が発生した場合,発電所周辺の公衆に放射線障

害を及ぼさないようにするための装置

(2)原子炉事故が発生するおそれの生じた場合,事故の拡大を

防ぐための機能をもつ部分

(3)その破損により原子炉事故が発生するおそれのある部分

(4)高放射性物質を内蔵する部分

などはきびしい条件の耐震設計が要求される｡また辿にこれら以

外の部分r･ごはたとえ原子力発電所の一部であっても通常の建物や施

設で実施されている耐震設計で十分と考えられる｡

このような安全性の見地からBWRでほ表5に示すように原子力

発電所の各部の重要度によって耐震設計のクラス分けを行なってい

る｡

耐震設計の方法としては現在全般の構造物,機器については静的

震度設計法を行ない,As,Aクラスなどの重要施設および振動性状

より問題ある撥器,配管に対して動的解析による検討を加える方法

がとられている｡これら耐震設計のフローチャートを図5に示す｡

4.2 構造物の耐震設計

構造物の静的設計とは建築基準法で決められる震度に基づく地震

力を想定して静的な応力計算を行ない,地震荷重以外の荷重による

応力と合算してその合成応力が定められた材料の許容応力以内にあ

ることを確かめるもので,既存の手法であり問題はない｡

動的解析とは構築物がいかなる挙動を示すかを求めるもので,通

常振動性状の算定,設計用地震動の決定,応答解析の順で行なわれ

るが,これらは電子計算桟の発達によりはじめて可能となったもの

である｡
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(1)振動性状の算塩

原子炉構築物はかなさ)投維な構造であるからその振動性状を求

めるには適切な振動系に置換すことが必要であるり図るは動的解

析置換モデルであるが,これは原子炉建屋およぴドライウェルを

バネ,質点系iこ置き換えたものである.｡

また振動台車を利用してモデル機器の振動実験を行なって固有

振動数,振動性状,ひず克分布などを実測し,置換モデルなどへ

の資料とL-ている.｡図7にドライウェルの振動実験を示す｡

(2)設計用地震動の決定

設計用地震動に開拓する要素は岩瀬位置,マグニチュード,支

持地盤の振動性状がおもなもので,敷地近くの過去の靂書状況,

地震活動状況,活断層の有無などを調査する必要がある.〕また支

持地盤の振動性状を求めるため常時微動,他宗観測が行なわれて

いる｡

(3)応 答 解 析

(1)で得られた振動モデルに対し設計用地宗動を与えて構造物

各部の加速度,変形を算出する｡ニの場合原子力発電所構築物で

重要度の高いものは弾性設計をたてまえとLているので弾性応答

のみ求めればよいJ
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囲8 原子炉まわり耐震構造

この結果より変位量,応力が求められ,それらを耐震上の基準値

と比較してもし不可ならば適当な設計変更,耐震装置の追加を行な

い,再び上記解析をくり返すこ

4.3 機器,配管の耐震設計

機器,配管系の耐震設計はその重要度iこ応じて設計の手法が妥当

なものとなるよう選択しなければならない｡設計の第1段階は固有

振動数の分類である｡つまり構造上可能な限り,また設計上許され

る範囲でその固有振動数などの振動特性をコントロールすることが

必要である｡

機器および配管系の固有振動数が高い場合にはいわゆる静的設計

法,つまり取り付け点の最大加速度を求め,それによって生ずる慣

性力による分布荷重による分布荷重によって変形や応力を定める方

法が使えるので計算も比較的簡単である｡したがって熱変形および

熱応力その他設計上の観点から支障がないかぎり系の固有振動数を

高く,全体としてこわく設計することが望ましい｡熱的原因以外の

理由も含め,常時における微速度の変化を許す必要のある機器およ

び配管系も,ダンパ,ロック機構,ストッパおよびサーボつり手な

どにより地震動に対してできうる限り拘束を与えるよう設計するこ

とが必要である｡原子炉まわりの耐震構造を図8に示す｡

このように械器,配管系の固有振動数をその取り付け点の卓越振

動数よりも高くとることが望ましいが,共振の可能性のある機器で

ほそれ自体の固有振動数の精度が求まった応答振幅の正確度に直接

影響する｡設計としては共振を避けるのが原則であるが,もし共振

領域にはいった場合はなるべく精密に求めることが必要となる.｡

柔構造物は本来剛の場合と同様それほど正確な値を必要としない

はずではあるが,それ自体の振動応答が固有振動数に近いこと,ま

た地震波の変化の卓越成分に共振する可能性があることなどから剛

構造物ほど簡単には扱えない｡

共振領域および柔領域にあるものにほ動的解析が行なわれるが,

この際用いられる入力データは前述の構築物の動的解析より求めら

れる｡解析の手順も構築物の場合と同様である｡

5.安全性に対する鳶慮

原子力発電所の機器の設計に関してはその安全性が大きく取り上
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げられている｡前述の各項目も大きくいえば安全設計の一部ともい

えるが,ここでは平常運転時および事故時に具体的にどのような考

恵を払うかについて述べる｡

5.1平常運転中の安全性

5.1.1気体廃棄物

BWRでは蒸気中の放射性ガスはタービンから復水器を通り空

気抽出器を経て再結合器で酸,水素を再結合させたのち,放射能

を減衰させて排気塔から大気利･こ放出させる｡この場合復水器に

漏れ込む空気量を少なくするためlこ特殊なシール法を開発し,貯

蔵容量の小形化を因っている｡

5.1.2 液体および固体廃棄物

原子炉一次系からの漏えい水その他の放射性廃液は脱塩式フィ

ノン列こよって放射能を取り除いたのち再使用するか,許容濃度以

下であることを確認してから主復水冷却水にまぜて海洋に放出す

る｡また脱塩式フィルタの交換樹脂瑛はドラムかんに詰められ,

固体廃棄物として貯蔵される｡

5.2 反応度事故時の安全性

5.2.1起 動 事 故

運転員の誤操作により制御棒を過度に連続i･こ引き抜いた場合に

も引抜き速度を76mm/sに制限するとともに,1本の制御棒の等

価反応を2.5%』々/如こ限定する制御棒効果ミニマイザを設け,

さらに制御棒引抜き監視装置を設けている｡

5.2.2 運転中の制御棒引抜き事故

運転中制御棒を連続引き抜きをするとスクラムをする前に燃料

を損傷するおそれがあるので,前述の監視装置で引き抜きをブロ

ックする｡

5.2.3 制御棒落下事散

臨界またはその近ぐご炉内iこ止まっていた制御棒が落下すると

出力の急上昇が起こるので,制御棒効果ミニマイザと落下速度を

1.5m/s以‾Fに制限する速度リミッタを備え,これにより炉心の

損傷で許容される範囲に押えている｡

5.2.4 制御棒逸出事故

原子炉運転中,制御棒駆動装置のシンプルが破損して制御棒フ･う;

炉心に急激に退出することのないシンプル支持構造を術えてい

る｡

5.3 枚械的事故時の安全性

BWRにおける棟械的事故の主要なものは一次系配管の破断また
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こま主蒸気管の破断によっで亡ト音ごる冷去.り柑喪失制女である｡これを防

･て一安全設満とLて日F■穀も進展を見せているのが非′抑1一拍二心冷却設

術である｡

これら謂系統の運転拝プJおよび流品の一例を示したものが図9で

し卜
し7

めQo

ドレスデン1モト炉以来,最新形の高出力密度,大汁けJ原二J′･力発電

設備に至るまでの変遷は表dに示すとおりであるし-.これを見ると冷

却効果の増大,信相性のl六り二,安全性の確保に一段の飛躍がうかが

われる｡

この非常用炉心冷却設f掛こついて斌全件の観ノ∴くかと:)ながめた場

合,

tこ1)′女全設帖の憐能が複雑にな一つてきていないかし､

(2)f副病変は向上Lているか∴

(_3)駆動源として非常rl‾J電源詩織に似りすぎ,必要以上に電源

容量を大きくしていないか｡

などが評価の対象として考えられるが,姑近の設計では

(こ1)系に含まれる機器の数のiljlj減,単純化により作動の確実性

が椚大したことこ､

r2)系の多市化により危険の分散,バ､ソクアップ設備の並用に

よi)信敵匿が向上したこと｡

(3)駆動源として原子炉蒸気を円jいることにより,系の迅速な

作動が可能である｡

(4)非常用電源設備とLて特に大なるものを必要としないので

経済的である｡

などのような利.点を有L,この非常用炉心冷却設備により種々の

冷却材喪失想定事故時に燃料に損傷を与えないようにすることが期

待できる｡

占.結 口

以上BWR機器の設計に関する井本的な問題点につき.その概要

を述べた｡jっれわれはすでにこれらに対する解析の方法を開発し,

実際に機器の製作を進めてはいるが,今後原子力発電の発展にfれ､,

これら安定性に関する考え方は決して安易な方向へ向かうことな

∴ 最近の7メりカAECの安全に関する70項目の勧告にみられる

ようにさらに腋密な方向に向かうものと思われる｡

これに対して常に研究開発を行なうとともに,設計的にもさらに

i烏度な解析方法の開発iこ努力する必要があろう｡
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